
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　結　果　の　概　要

1 労働力状態
（１）　労働力人口と完全失業率

　旧宮崎市の平成１７年の１５歳以上人口２６２，７８９人のうち、就業者は14６，３３８人、完全失業者は
１０，０１９人で、この両者を合計した労働力人口は１５６，３５７人になった。
　労働力人口は人口に比例して増加を続けていたが、17年は人口が増加しているのに反して平成１２
年と比較して６７６人減少し、１５歳以上人口に占める労働力人口の割合（労働力率）は５９．５％にな
り、平成１２年の６１．４％から更に低下した。
　労働力率を男女別にみると、男性は７０．７％、女性は４９．９％で共に平成１２年より下がっており、
特に男性が△２．８ポイントで労働力率の低下が目立つ。
　完全失業率は、平成１２年より１．２ポイント上昇し６．４％になった。

就業者 完全失業者

平成２年 宮　崎 227,144 141,370 136,039 5,331 85,339 62.2 3.8

7 宮　崎 246,610 156,363 149,119 7,244 89,092 63.4 4.6

12 宮　崎 255,624 157,033 148,835 8,198 95,418 61.4 5.2

17 宮　崎 262,789 156,357 146,338 10,019 97,500 59.5 6.4

佐土原 27,915 17,685 16,575 1,110 10,022 63.4 6.3

田　野 9,934 6,370 5,982 388 3,480 64.1 6.1

高　岡 10,609 6,362 6,060 302 4,136 60.0 4.7

平成２年 宮　崎 104,390 79,770 76,478 3,292 24,366 76.4 4.1

7 宮　崎 114,012 87,520 83,149 4,371 25,765 76.8 5.0

12 宮　崎 118,138 86,878 82,101 4,777 29,178 73.5 5.5

17 宮　崎 121,095 85,593 79,601 5,992 29,998 70.7 7.0

佐土原 13,011 9,711 8,983 728 3,154 74.6 7.5

田　野 4,519 3,377 3,156 221 1,082 74.7 6.5

高　岡 4,894 3,456 3,262 194 1,358 70.6 5.6

平成２年 宮　崎 122,754 61,600 59,561 2,039 60,973 50.2 3.3

7 宮　崎 132,598 68,843 65,970 2,873 63,327 51.9 4.2

12 宮　崎 137,486 70,155 66,734 3,421 66,240 51.0 4.9

17 宮　崎 141,694 70,764 66,737 4,027 67,502 49.9 5.7

佐土原 14,904 7,974 7,592 382 6,868 53.5 4.8

田　野 5,415 2,993 2,826 167 2,398 55.3 5.6

高　岡 5,715 2,906 2,798 108 2,778 50.8 3.7

　　　　　１　５　歳　以　上　人　口　　(人）

労働力人口
 労働力率％

表1-1　　労働力状態・男女別１５歳以上人口の推移

 完全失業率％年次・男女別
非労働力人口

総　　数　１）

１）労働力状態「不詳」を含む。

男

女

総　数
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図１－１　年齢（5歳階級）・男女別就業者数(旧宮崎市）

（２）　年齢(５歳階級）、男女別就業者数

　平成１７年の旧宮崎市の就業者数１４６，３３８人は平成１２年に対し２，４９７人減少した。うち、男は
７９，６０１人で、２，５００人の減少、女が６６，７３７人で３人の増だった。
　就業者総数を年齢別で見ると、３０～３４歳が２，５９６人増、５５歳以上が７，１２９人増加したものの、
１５～２９歳で６，０５７人の減、４０～５４歳で５，８０６人の減で若年・中堅層の就業者の減少が目立つ。
　
表１-２　年齢（5歳階級）・男女別就業者数 単位:人

年齢 総数 男 女
（５歳階級） 平成１２年 平成１７年 増減数 平成１２年 平成１７年 増減数 平成１２年 平成１７年 増減数
旧宮崎市

総数 148,835 146,338 -2,497 82,101 79,601 -2,500 66,734 66,737 3

15～19 2,636 2,371 -265 1,260 1,068 -192 1,376 1,303 -73
20～24 13,335 10,427 -2,908 6,059 4,674 -1,385 7,276 5,753 -1,523
25～29 17,705 14,821 -2,884 9,406 7,571 -1,835 8,299 7,250 -1,049
30～34 14,565 17,161 2,596 8,380 9,577 1,197 6,185 7,584 1,399
35～39 15,128 14,769 -359 8,732 8,189 -543 6,396 6,580 184
40～44 16,886 15,592 -1,294 9,339 8,465 -874 7,547 7,127 -420
45～49 18,840 16,473 -2,367 10,159 8,688 -1,471 8,681 7,785 -896
50～54 19,639 17,494 -2,145 10,823 9,497 -1,326 8,816 7,997 -819
55～59 13,186 17,499 4,313 7,588 9,898 2,310 5,598 7,601 2,003
60～64 8,068 9,512 1,444 4,824 5,675 851 3,244 3,837 593

65歳以上 8,847 10,219 1,372 5,531 6,299 768 3,316 3,920 604
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表１-３　旧町年齢（5歳階級）・男女別就業者数 単位:人

年齢 佐土原 田　野 高　岡
（５歳階級） 総数 男 女 総数 男 女 総数 男 女

総数 16,575 8,983 7,592 5,982 3,156 2,826 6,060 3,262 2,798

15～19 248 110 138 114 52 62 96 45 51
20～24 1,069 502 567 443 210 233 373 167 206
25～29 1,586 830 756 468 256 212 459 241 218
30～34 1,678 928 750 494 260 234 459 243 216
35～39 1,396 750 646 498 250 248 495 256 239
40～44 1,615 839 776 589 303 286 543 302 241
45～49 1,763 926 837 721 363 358 709 372 337
50～54 2,218 1,180 1,038 834 439 395 793 415 378
55～59 2,301 1,281 1,020 761 438 323 794 440 354
60～64 1,183 728 455 398 228 170 532 297 235

65歳以上 1,518 909 609 662 357 305 807 484 323
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図１－２　年齢（5歳階級）、男女別就業率(旧宮崎市）

（３）　年齢（5歳階級）、男女別就業率

  旧宮崎市の１５歳以上人口に占める就業者の割合（就業率）は、男性は６５．７％と平成１２年に７０％台
を下回ってさらに低下した。また、女性の就業率も平成７年の４９．８％をピークに低下しており１７年は
４７．１％になった。
　平成１７年の年齢別就業率を昭和５５年と比較すると、男性は全年齢で昭和５５年を下回り、特に２０～
２９歳の格差が大きい。
　一方女性は、２４歳以下と６５歳以上を除いて平成１７年の就業率が昭和５５年を上回った。
　また、従来女性の就業率は20歳～24歳で 高になり、結婚、出産を迎える２５歳～２９歳で一時低下
し、その後、再び上昇するＭ字型の曲線を描いていたが、平成１７年は３５～３９歳がM字型の谷になり、
就業率の低下も昭和５５年と比較して少なくなっている。

表１－４　年齢（5歳階級）、男女別就業率の推移 単位：％

年齢 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女
旧宮崎市

総数 78.0 48.9 74.3 47.8 73.3 48.5 72.9 49.8 69.5 48.5 65.7 47.1

15～19 18.2 22.7 11.9 17.9 12.8 16.9 14.9 16.7 13.0 14.1 12.1 14.8
20～24 74.7 72.4 70.4 74.1 70.2 77.9 70.8 74.7 64.5 68.8 58.3 63.0
25～29 94.2 49.6 91.4 51.8 93.6 61.2 89.8 65.3 85.9 68.2 78.9 68.2
30～34 94.6 51.4 92.7 49.7 94.9 52.3 93.7 55.1 89.3 58.6 85.0 61.8
35～39 95.6 60.3 93.2 60.4 94.9 61.3 93.9 60.6 91.8 61.0 86.8 61.3
40～44 95.7 64.4 93.7 67.3 94.7 69.1 94.5 69.3 92.7 69.1 88.8 67.9
45～49 95.0 62.1 93.6 66.5 94.8 69.4 93.4 71.5 91.2 72.3 89.2 71.4
50～54 94.0 56.6 91.7 56.7 93.1 62.4 93.0 66.1 90.2 67.3 87.9 67.7
55～59 86.5 48.7 83.5 45.0 87.9 46.8 89.0 54.7 86.6 57.5 84.6 58.4
60～64 69.1 36.7 62.1 32.8 61.9 31.8 67.1 36.0 63.1 36.3 64.4 39.3

65歳以上 36.8 13.4 30.4 12.1 28.5 32.8 32.8 12.5 28.2 11.3 27.0 11.5

　　平成2年 　　平成7年 　　平成12年 　　平成17年　　昭和55年 　　昭和60年
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表１－５　旧町年齢（5歳階級）、男女別就業率（％）

年齢 男 女 男 女 男 女
平成１７年

総数 69.0 50.9 69.8 52.2 66.7 49.0

15～19 12.8 14.8 13.8 12.8 14.3 16.2
20～24 70.5 69.9 72.9 70.8 74.6 72.5
25～29 85.2 73.0 90.5 74.9 88.9 78.1
30～34 88.9 66.4 92.5 73.6 91.0 72.0
35～39 92.1 68.9 89.9 76.5 89.5 76.4
40～44 91.9 75.0 96.8 81.9 94.7 78.0
45～49 92.1 77.9 91.4 82.3 90.7 82.8
50～54 90.6 72.8 90.9 77.9 89.2 77.0
55～59 88.3 64.0 90.1 68.7 86.6 68.7
60～64 67.3 39.0 71.5 47.5 73.2 52.1

65歳以上 31.8 16.2 35.2 19.6 34.0 15.7

佐土原 田　野 高　岡
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宮　崎

図2-1　産業大分類別就業者数の推移(旧宮崎市）

２　産業
（１）　産業３部門別就業者数

　産業３部門別に旧宮崎市の平成１７年の就業者数をみると、第1次産業は５，６３３人で平成１２年より
２７０人の減少、構成比は３．８％になった。また、第２次産業は２２，９５７人で３，０３１人と大きく減少
し、構成比は１５．７％になった。これに対し、第3次産業は１１５，１７９人で、８５８人の減少ながら、構
成比は７８．７％に上昇した。
　男女別に就業者の割合をみると、第1次産業の就業率は男性が４．０%、女性が３．６%とほぼ同じで、
第２次産業は男性が２１．４％、女性が８.８％と男性の従事する割合が高い。第3次産業では男性が
７２．７％、女性が８５．８％で女性の従事する割合が高くなっている。
　旧3町では旧宮崎市と比較して第１次、２次産業の割合が高く第３次産業の割合が低い。
　

年次 総数　１） 第1次 第2次 第3次 総数　１） 第1次 第2次 第3次
旧宮崎市

昭和50年 109,440 11,335 19,257 78,638 100.0 10.4 17.6 71.9

55 124,450 9,595 21,989 92,822 100.0 7.7 17.7 74.6

60 127,868 8,709 21,144 97,848 100.0 6.8 16.5 76.5

平成２年 136,039 7,766 24,780 103,185 100.0 5.7 18.2 75.8

7 149,119 7,157 26,836 114,908 100.0 4.8 18.0 77.1

12 148,835 5,903 25,988 116,037 100.0 4.0 17.5 78.0

17 146,338 5,633 22,957 115,179 100.0 3.8 15.7 78.7

男 79,601 3,212 17,053 57,906 100.0 4.0 21.4 72.7

女 66,737 2,421 5,904 57,273 100.0 3.6 8.8 85.8

佐土原 16,575 1,870 4,019 10,464 100.0 11.3 24.2 63.1

田　野 5,982 1,341 1,655 2,952 100.0 22.4 27.7 49.3

高　岡 6,060 1,208 1,432 3,344 100.0 19.9 23.6 55.2

１）「分類不能の産業」を含む。

表2-1　産業3部門別就業者数の推移
　就　　業　　者　　数　　(人） 　構　　成　　比　　（％）
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（２）　産業別(大分類）別就業者数の推移

　産業別就業者数を大分類別にみると、旧宮崎市では「卸売・小売業」が30,895人（２１．１％）で も
多く、次いで「サービス業(他に分類されないもの)」の22,465人（１５．４％）、「医療、福祉」の16,576人
（１１．３％）の順だった。
　平成１２年と比べて構成比の増減を見ると、「医療、福祉」が１．７％、[教育・学習支援業」が０．６％の
増加となる一方で、「建設業」と「卸売・小売業」が０．８％減少した。
　旧3町の構成比では佐土原は「卸売・小売業」が１７．９％、次いで「製造業」が１５．１％の順で多い。
　田野は「農業」が２１．８％、「製造業」が１５．４％、高岡は「農業」が１９．５％、「卸売・小売業」が
１４．９％の順で農業の占める割合が高い。

総数 男 女 総数 男 女

総　　　　　　　　　数 146,338 79,601 66,737 151,499 83,949 67,550
第1次産業計 5,633 3,212 2,421 5,922 3,276 2,646
　Ａ　農業 5,210 2,845 2,365 5,454 2,898 2,556
　Ｂ　林業 102 90 12 126 108 18
　Ｃ　漁業 321 277 44 342 270 72
第2次産業計 22,957 17,053 5,904 26,097 19,228 6,869
　Ｄ　鉱業 16 15 1 - - -
　Ｅ　建設業 12,819 10,766 2,053 14,511 12,351 2,160
　Ｆ　製造業 10,122 6,272 3,850 11,586 6,877 4,709
第3次産業計 115,179 57,906 57,273 118,652 60,977 57,675
　Ｇ　電気・ガス・熱供給・水道業 938 835 103 1,188 1,026 162
　Ｈ　情報通信業    3,461 2,384 1,077 3,978 2,646 1,332
　Ｉ　運輸業    6,037 4,977 1,060 5,906 4,916 990
　Ｊ　卸売・小売業    30,895 15,078 15,817 33,223 16,905 16,318
　Ｋ　金融・保険業    5,179 2,647 2,532 6,372 3,006 3,366
　Ｌ　不動産業    1,935 1,131 804 1,964 1,280 684
　Ｍ　飲食店，宿泊業 10,212 4,069 6,143 11,566 4,532 7,034
　Ｎ　医療，福祉 16,576 4,067 12,509 14,592 3,627 10,965
　Ｏ　教育，学習支援業 8,879 4,217 4,662 8,257 3,983 4,274
　Ｐ　複合サービス事業 1,333 857 476 1,332 882 450
　Ｑ　サービス業（他に分類されないもの） 22,465 12,371 10,094 22,693 12,717 9,976
　Ｒ　公務（他に分類されないもの） 7,269 5,273 1,996 7,581 5,457 2,124
　Ｓ　分類不能の産業    2,569 1,430 1,139 828 468 360

　　　　構　　　　　成　　　　　比　　　　　（％） (構成比の増減)

総　　　　　　　　　数 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 -
第1次産業計 3.8 4.0 3.6 3.9 3.9 3.9 -0.1
　Ａ　農業 3.6 3.6 3.5 3.6 3.5 3.8 0.0
　Ｂ　林業 0.1 0.1 0.0 0.1 0.1 0.0 0.0
　Ｃ　漁業 0.2 0.3 0.1 0.2 0.3 0.1 0.0
第2次産業計 15.7 21.4 8.8 17.2 22.9 10.2 -1.5
　Ｄ　鉱業 0.0 0.0 0.0 - - - -
　Ｅ　建設業 8.8 13.5 3.1 9.6 14.7 3.2 -0.8
　Ｆ　製造業 6.9 7.9 5.8 7.6 8.2 7.0 -0.7
第3次産業計 78.7 72.7 85.8 78.3 72.6 85.4 0.4
　Ｇ　電気・ガス・熱供給・水道業 0.6 1.0 0.2 0.8 1.2 0.2 -0.1
　Ｈ　情報通信業    2.4 3.0 1.6 2.6 3.2 2.0 -0.3
　Ｉ　運輸業    4.1 6.3 1.6 3.9 5.9 1.5 0.2
　Ｊ　卸売・小売業    21.1 18.9 23.7 21.9 20.1 24.2 -0.8
　Ｋ　金融・保険業    3.5 3.3 3.8 4.2 3.6 5.0 -0.7
　Ｌ　不動産業    1.3 1.4 1.2 1.3 1.5 1.0 0.0
　Ｍ　飲食店，宿泊業 7.0 5.1 9.2 7.6 5.4 10.4 -0.7
　Ｎ　医療，福祉 11.3 5.1 18.7 9.6 4.3 16.2 1.7
　Ｏ　教育，学習支援業 6.1 5.3 7.0 5.5 4.7 6.3 0.6
　Ｐ　複合サービス事業 0.9 1.1 0.7 0.9 1.1 0.7 0.0
　Ｑ　サービス業（他に分類されないもの） 15.4 15.5 15.1 15.0 15.1 14.8 0.4
　Ｒ　公務（他に分類されないもの） 5.0 6.6 3.0 5.0 6.5 3.1 0.0
　Ｓ　分類不能の産業    1.8 1.8 1.7 0.5 0.6 0.5 1.2
１）平成１７年から第３次産業の分類が細分化された。１２年の数値は新分類に組替えた推計値で１２年確定値と合致しない。

表2-2　旧宮崎市　産業（大分類）別１５歳以上就業者数の推移

産　　業（大分類）
平成12年　１)平成17年 増減

％

就　　　　　業　　　　　者　　　　　数　　　　(人）
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参考　旧宮崎市　旧産業大分類
15歳以上就業者数確定値

産　　業（大分類） 平成12年
　(1)　分類項目の新設

総　　　　　　　　　数　　　１） 148,835 新産業分類 平成12年国勢調査産業分類
第1次産業計 5,903 　H　情報通信業 　F　製造業
　Ａ　農業 5,441 　H　運輸・通信業
　Ｂ　林業 114 　L　サービス業
　Ｃ　漁業 348 　M　飲食店，宿泊業 　I　卸売・小売業，飲食店
第2次産業計 25,988 　L　サービス業
　Ｄ　鉱業 39 　N　医療，福祉 　L　サービス業
　Ｅ　建設業 14,441 　O　教育，学習支援業 　L　サービス業
　Ｆ　製造業 11,508 　P　複合サービス事業 　H　運輸・通信業
第3次産業計 116,037 　L　サービス業
　Ｇ　電気・ガス・熱供給・水道業 1,091
　Ｈ　運輸・通信業 7,920 　(2)　分類項目名の改称
　I　　卸売・小売，飲食店 41,008 新産業分類 平成12年国勢調査産業分類
　Ｊ　　金融・保険業 5,751   I　運輸業   H　運輸・通信業
　Ｋ　不動産業 1,612   J　卸売・小売業   I　卸売・小売業，飲食店
　Ｌ 　サービス業 51,498   Q　サービス業(他に分類されないもの)   L　サービス業
　Ｍ　公務（他に分類されないもの） 7,157

１）「分類不能の産業」を含む。

平成１７年国勢調査に用いた産業分類の変更点

総数 男 女 総数 男 女 総数 男 女

総　　　　　　　　　数　　　１） 16,575 8,983 7,592 5,982 3,156 2,826 6,060 3,262 2,798

第1次産業計 1,870 1,032 838 1,341 709 632 1,208 644 564

　Ａ　農業 1,739 937 802 1,307 683 624 1,179 620 559

　Ｂ　林業 17 15 2 32 24 8 27 22 5

　Ｃ　漁業 114 80 34 2 2 - 2 2 -

第2次産業計 4,019 2,681 1,338 1,655 1,079 576 1,432 996 436

　Ｄ　鉱業 1 1 - 1 - 1 - - -

　Ｅ　建設業 1,519 1,314 205 731 617 114 739 626 113

　Ｆ　製造業 2,499 1,366 1,133 923 462 461 693 370 323

第3次産業計 10,686 5,270 5,416 2,986 1,368 1,618 3,420 1,622 1,798

　Ｇ　電気・ガス・熱供給・水道業 57 46 11 13 12 1 18 15 3

　Ｈ　情報通信業    193 130 63 45 27 18 51 27 24

　Ｉ　運輸業    655 544 111 206 179 27 228 205 23

　Ｊ　卸売・小売業    2,971 1,378 1,593 806 340 466 905 419 486

　Ｋ　金融・保険業    357 155 202 76 34 42 97 34 63

　Ｌ　不動産業    79 49 30 42 25 17 24 15 9

　Ｍ　飲食店，宿泊業 690 263 427 223 83 140 184 68 116

　Ｎ　医療，福祉 1,568 312 1,256 551 101 450 621 110 511

　Ｏ　教育，学習支援業 751 374 377 158 58 100 132 57 75

　Ｐ　複合サービス事業 187 124 63 80 56 24 123 71 52

　Ｑ　サービス業（他に分類されないもの） 2,256 1,219 1,037 593 330 263 714 379 335

　Ｒ　公務（他に分類されないもの） 700 550 150 159 111 48 247 176 71

　Ｓ　分類不能の産業    222 126 96 34 12 22 76 46 30

　　　　構　　　　　成　　　　　比　　　　　（％） (構成比の増減)

総　　　　　　　　　数 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
第1次産業計 11.3 11.5 11.0 22.4 22.5 22.4 19.9 19.7 20.2
　Ａ　農業 10.5 10.4 10.6 21.8 21.6 22.1 19.5 19.0 20.0
　Ｂ　林業 0.1 0.2 0.0 0.5 0.8 0.3 0.4 0.7 0.2
　Ｃ　漁業 0.7 0.9 0.4 0.0 0.1 - 0.0 0.1 -
第2次産業計 24.2 29.8 17.6 27.7 34.2 20.4 23.6 30.5 15.6
　Ｄ　鉱業 0.0 0.0 - 0.0 - 0.0 - - -
　Ｅ　建設業 9.2 14.6 2.7 12.2 19.6 4.0 12.2 19.2 4.0
　Ｆ　製造業 15.1 15.2 14.9 15.4 14.6 16.3 11.4 11.3 11.5
第3次産業計 64.5 58.7 71.3 49.9 43.3 57.3 56.4 49.7 64.3
　Ｇ　電気・ガス・熱供給・水道業 0.3 0.5 0.1 0.2 0.4 0.0 0.3 0.5 0.1
　Ｈ　情報通信業    1.2 1.4 0.8 0.8 0.9 0.6 0.8 0.8 0.9
　Ｉ　運輸業    4.0 6.1 1.5 3.4 5.7 1.0 3.8 6.3 0.8
　Ｊ　卸売・小売業    17.9 15.3 21.0 13.5 10.8 16.5 14.9 12.8 17.4
　Ｋ　金融・保険業    2.2 1.7 2.7 1.3 1.1 1.5 1.6 1.0 2.3
　Ｌ　不動産業    0.5 0.5 0.4 0.7 0.8 0.6 0.4 0.5 0.3
　Ｍ　飲食店，宿泊業 4.2 2.9 5.6 3.7 2.6 5.0 3.0 2.1 4.1
　Ｎ　医療，福祉 9.5 3.5 16.5 9.2 3.2 15.9 10.2 3.4 18.3
　Ｏ　教育，学習支援業 4.5 4.2 5.0 2.6 1.8 3.5 2.2 1.7 2.7
　Ｐ　複合サービス事業 1.1 1.4 0.8 1.3 1.8 0.8 2.0 2.2 1.9
　Ｑ　サービス業（他に分類されないもの） 13.6 13.6 13.7 9.9 10.5 9.3 11.8 11.6 12.0
　Ｒ　公務（他に分類されないもの） 4.2 6.1 2.0 2.7 3.5 1.7 4.1 5.4 2.5
　Ｓ　分類不能の産業    1.3 1.4 1.3 0.6 0.4 0.8 1.3 1.4 1.1

産　　業（大分類）
佐土原 田　　野 高　　岡

就　　　　　業　　　　　者　　　　　数　　　　(人）

表2-3　旧町　産業（大分類）別１５歳以上就業者数
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図３－１　従業上の地位別１５歳以上就業者割合の推移

（家庭内職者は自営業主に含む）

３ 従業上の地位

　平成１７年の就業者数を従業上の地位別にみると、臨時雇が増加したのみで他は全て減少した。
　就業者１４６，３３８人のうち雇用者が１１５，７８３人で７９．１％を占める。常雇は９７，９０３人で１２年と比
べ２，４８２人減少した。
　日々または１年以内の期間を定めて雇用されている臨時雇は１７，８８０人で１２年と比べ１，７２３人増加
した。このうち１２，３９０人が女性で、女性の就業者のうち１８．６％を占める。
　男性の臨時雇は５，４９０人で１２年に比べ９００人増加している。
　役員は７，４３１人で１２年と比べ３６１人の減、自営業主（雇人のあるまたはない業主の計）は１５，８１５人
で８２４人減、家族従業者は７，０５６人で４７５人の減、家庭内職者が２３６人で９２人の減になった。
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雇用者 役員 自営業主 家族
従業者

表3-1　旧宮崎市　従業上の地位、男女別15歳以上従業者数の推移

総数　1) 構成比 男 女 総数　1) 構成比 男 女
総　　数 148,835 100.0 82,101 66,734 146,338 100.0 79,601 66,737
雇用者 116,542 78.3 62,266 54,276 115,783 79.1 60,526 55,257
　　常　 雇 100,385 67.4 57,676 42,709 97,903 66.9 55,036 42,867
　　臨時雇 16,157 10.9 4,590 11,567 17,880 12.2 5,490 12,390
役　員 7,792 5.2 5,708 2,084 7,431 5.1 5,379 2,052

雇人のある業主 5,431 3.6 4,268 1,163 4,843 3.3 3,921 922

雇人のない業主 11,208 7.5 8,636 2,572 10,972 7.5 8,531 2,441

家族従業者 7,531 5.1 1,215 6,316 7,056 4.8 1,221 5,835

家庭内職者 328 0.2 7 321 236 0.2 14 222
1)従業上の地位「不詳」を含む。

単位：％、人

従業上の地位
平成１２年 平成１７年

総数1) 構成比 男 女 総数1) 構成比 男 女 総数1) 構成比 男 女
総　　数 16,575 100.0 8,983 7,592 5,982 100.0 3,156 2,826 6,060 100.0 3,262 2,798
雇用者 12,428 75.0 6,480 5,948 3,886 65.0 1,951 1,935 4,048 66.8 2,047 2,001
　　常　 雇 10,278 62.0 5,819 4,459 3,055 51.1 1,665 1,390 3,286 54.2 1,830 1,456
　　臨時雇 2,150 13.0 661 1,489 831 13.9 286 545 762 12.6 217 545
役　員 591 3.6 432 159 201 3.4 133 68 185 3.1 128 57
雇人のある業主 574 3.5 491  83 248 4.1 221  27 216 3.6 188  28
雇人のない業主 1,562 9.4 1,289  273 804 13.4 681  123 905 14.9 786  119
家族従業者 1,330 8.0 283 1,047 819 13.7 166 653 690 11.4 112 578
家庭内職者  90 0.5 8  82  24 0.4 4  20  14 0.2 -  14
1)従業上の地位「不詳」を含む。

高　　岡
表3-2　旧町　従業上の地位、男女別15歳以上従業者数の推移

従業上の地位
佐土原 田　　野

単位：％、人
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表4-1　就業時間、従業上の地位、男女別１５歳以上の就業者の割合及び平均週間就業時間

平成17年 12年
旧宮崎市

総数　２） 100.0 1.7 4.8 18.0 48.5 14.5 12.2 42.0 43.0
雇    用    者 100.0 1.6 3.9 18.3 50.9 13.9 11.0 41.8 42.7
　常        雇 100.0 1.6 2.2 13.2 54.3 15.7 12.6 44.0 44.9
　臨   時   雇 100.0 2.1 13.7 46.0 31.8 4.3 2.2 29.6 29.2
役          員 100.0 1.3 5.1 11.3 51.2 15.8 15.3 44.1 45.3
雇人のある業主 100.0 1.2 3.8 8.7 40.3 21.0 25.0 49.0 49.2
雇人のない業主 100.0 4.0 9.9 19.1 34.8 16.5 15.7 41.3 43.0
家 族 従 業 者 100.0 - 11.4 24.1 34.3 15.9 14.2 39.4 40.5
家 庭 内 職 者 100.0 - 28.0 47.5 16.9 5.1 2.5 25.4 26.3

男　２） 100.0 1.6 2.9 8.4 49.4 19.0 18.3 46.7 47.4
雇    用    者 100.0 1.3 2.3 7.6 51.7 19.0 17.7 46.8 47.5
　常        雇 100.0 1.2 1.3 4.8 53.2 20.1 19.0 48.2 48.6
　臨   時   雇 100.0 2.7 12.4 35.4 37.4 7.2 4.8 33.3 33.1
役          員 100.0 1.4 3.5 5.9 52.9 17.9 18.4 46.8 47.8
雇人のある業主 100.0 1.3 3.2 5.8 39.8 22.4 27.5 50.7 50.8
雇人のない業主 100.0 4.3 6.6 16.2 36.3 18.6 18.0 44.1 45.7
家 族 従 業 者 100.0 - 5.6 12.8 41.0 20.5 20.1 45.8 45.3
家 庭 内 職 者 100.0 - 21.4 57.1 21.4 - - 25.9 26.4

女　２） 100.0 1.8 7.1 29.4 47.4 9.2 4.9 36.3 37.4
雇    用    者 100.0 2.0 5.7 30.0 49.9 8.4 3.6 36.2 37.2
　常        雇 100.0 2.0 3.3 24.0 55.9 10.0 4.4 38.6 39.8
　臨   時   雇 100.0 1.8 14.2 50.6 29.4 3.0 1.0 27.9 27.6
役          員 100.0 1.1 9.4 25.2 46.8 10.1 7.4 37.0 38.4
雇人のある業主 100.0 0.9 6.2 20.9 42.4 15.3 14.3 42.0 43.5
雇人のない業主 100.0 2.8 21.7 29.2 29.7 9.1 7.4 31.7 33.9
家 族 従 業 者 100.0 - 12.6 26.5 32.9 14.9 13.0 38.0 39.6
家 庭 内 職 者 100.0 - 28.4 46.8 16.7 5.4 2.7 25.3 26.3
１)就業時間「不詳」を含む。

２）従業上の地位「不詳」を含む。

平均週間就業
時間

単位：％、時間

15～34
時間

35～48
時間

49～59
時間

60
時間以上

総数、男女
従業上の地位

総数　１） 休業者
１～14
時間

４．就業時間

（１）　平均週間就業時間

　平成１７年の１５歳以上就業者平均週間就業時間は４２．０時間で、平成１２年と比べて１時間短くなっ
た。
　これを従業上の地位別でみると雇人のある業主が４９．０時間で も長く、次いで役員の４４．１時間
だった。
　男女別にみると、男性は４６．７時間、女性は３６．３時間で、男性が女性に比べ１０時間上回ってる。ま
た、男性では臨時雇と家族従業者、女性が臨時雇のみ就業時間が平成１２年より長くなっている。
　男女とも、就業時間３５～48時間が全体の半分を占めているが、次いで高いのは、男性は４９～５９時
間の１９．０％であるのに対し、女性は１５～３４時間の２９．４％になった。
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単位：％、時間

佐土原　2) 100.0 1.6 4.2 18.7 50.5 14.9 10.1 41.6
雇    用    者 100.0 1.5 3.0 18.8 55.0 12.9 8.8 41.4
　常        雇 100.0 1.4 1.7 13.0 58.8 14.8 10.4 43.6
　臨   時   雇 100.0 2.0 9.1 46.6 37.2 3.7 1.3 30.9
役          員 100.0 1.2 5.2 11.3 51.8 17.8 12.7 44.0
雇人のある業主 100.0 1.6 2.1 9.2 40.8 24.7 21.6 48.7
雇人のない業主 100.0 4.2 8.2 20.7 32.7 20.1 14.0 41.7
家 族 従 業 者 100.0 - 9.8 21.1 34.8 22.3 11.9 40.3
家 庭 内 職 者 100.0 - 23.3 52.2 17.8 5.6 1.1 24.6

田　　野　2) 100.0 1.6 3.9 16.6 48.1 17.6 12.0 43.1
雇    用    者 100.0 1.5 2.9 16.0 55.0 13.8 10.3 42.7
　常        雇 100.0 1.0 1.1 9.8 59.1 15.9 12.5 45.3
　臨   時   雇 100.0 3.0 9.4 39.1 40.1 6.4 2.0 33.0
役          員 100.0 1.0 5.5 16.4 54.2 13.9 9.0 41.9
雇人のある業主 100.0 1.2 2.8 6.0 35.9 28.6 25.4 50.8
雇人のない業主 100.0 3.9 6.0 16.2 33.5 25.4 15.2 44.0
家 族 従 業 者 100.0 - 6.1 22.2 32.4 25.5 13.8 42.4
家 庭 内 職 者 100.0 - 12.5 54.2 25.0 8.3 - 28.7

高　　岡　2) 100.0 2.4 3.8 17.4 50.2 15.5 10.6 42.3
雇    用    者 100.0 2.0 2.4 16.7 56.9 12.9 8.9 42.2
　常        雇 100.0 1.7 1.2 10.7 61.0 14.6 10.5 44.4
　臨   時   雇 100.0 3.1 7.7 42.3 39.2 5.6 2.0 32.4
役          員 100.0 4.9 4.9 7.6 52.4 16.2 14.1 45.8
雇人のある業主 100.0 6.5 2.8 7.4 43.5 21.3 18.5 48.3
雇人のない業主 100.0 4.8 6.0 17.8 34.1 22.1 15.2 43.4
家 族 従 業 者 100.0 - 8.6 25.7 34.3 20.3 11.2 39.5
家 庭 内 職 者 100.0 - 14.3 71.4 - 7.1 - 25.2
１)就業時間「不詳」を含む。

２）従業上の地位「不詳」を含む。

平均週間
就業時間

表4-2　就業時間、従業上の地位、男女別１５歳以上の就業者の割合及び平均週間就業時間

総数
従業上の地位

総数　１） 休業者
１～14
時間

15～34
時間

35～48
時間

49～59
時間

60
時間以上
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図４－１　産業大分類、就業時間別の15歳以上就業者数の割合

（２）　産業大分類別の平均週間就業時間

　平成１７年の産業大分類別の平均週間就業時間は運輸業が４８．３時間で も長く、就業者の
４３．４％が週に４９時間以上就業している。
　次いで平均週間就業時間の長いのは鉱業の４７．８時間、建設業の４５．８時間、情報通信業
４４．３時間、電気・ガス・水道業等の４４．２時間だった。
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総数
従業上の地位

総数　１） 休業者
1～14
時間

15～３４
時間

35～48
時間

49～59
時間

60
時間以上

平均週間
就業時間

宮　崎　総数　２） 100.0 1.7 4.8 18.0 48.5 14.5 12.2 42.0

Ａ 農業 100.0 2.3 7.9 23.9 31.9 22.2 11.7 40.5

Ｂ 林業 100.0 3.9 2.9 17.6 60.8 10.8 3.9 40.0

Ｃ 漁業 100.0 14.0 12.5 20.6 35.2 7.5 10.0 37.0

Ｄ 鉱業 100.0 - - - 93.8 - 6.3 47.8

Ｅ 建設業 100.0 1.8 3.1 9.2 53.8 17.6 14.5 45.8

Ｆ 製造業 100.0 1.5 2.9 13.7 54.6 16.3 10.9 43.3

Ｇ 電気・ガス・水道業等 100.0 1.6 1.2 8.0 61.4 17.9 9.9 44.2

Ｈ 情報通信業 100.0 1.3 2.2 10.6 55.8 17.3 12.8 44.3

Ｉ 運輸業 100.0 1.5 2.1 12.3 40.5 19.1 24.3 48.3

Ｊ 卸売・小売業 100.0 1.0 4.4 23.2 42.4 14.5 14.4 41.9

Ｋ 金融・保険業 100.0 1.2 2.0 12.1 57.2 18.4 9.1 42.7

Ｌ 不動産業 100.0 2.5 12.3 20.3 41.3 12.1 11.3 38.3

Ｍ 飲食店，宿泊業 100.0 1.4 6.9 28.4 34.5 11.8 16.9 40.6

Ｎ 医療，福祉 100.0 1.5 4.8 19.4 57.9 10.7 5.6 39.5

Ｏ 教育，学習支援業 100.0 1.9 10.0 14.9 49.9 13.5 9.8 39.5

Ｐ 複合サービス事業 100.0 1.4 2.0 9.6 68.3 13.9 4.9 41.7

Ｑ サービス業 100.0 1.4 5.2 19.0 49.4 13.3 11.7 41.2

Ｒ 公務 100.0 1.2 3.9 11.7 60.8 13.4 9.1 42.1

Ｓ 分類不能の産業 100.0 16.3 5.9 15.2 33.8 9.4 7.2 39.4

1)  就業時間「不詳」を含む。
2)  従業上の地位「不詳」を含む。

表4-3　就業時間、産業大分類別従業上の地位、男女別１５歳以上の就業者の割合及び平均週間就業時間

単位：％、時間

総数
従業上の地位

総数　１） 休業者
1～14
時間

15～３４
時間

35～48
時間

49～59
時間

60
時間以上

平均週間
就業時間

佐土原　総数　２） 100.0 1.6 4.2 18.7 50.5 14.9 10.1 41.6

Ａ 農業 100.0 1.9 7.4 20.5 30.6 26.5 13.2 41.8

Ｂ 林業 100.0 5.9 - 52.9 41.2 - - 32.6

Ｃ 漁業 100.0 2.6 6.1 21.9 37.7 19.3 12.3 41.9

Ｄ 鉱業 100.0 - - - - 100.0 - 54.0

Ｅ 建設業 100.0 1.9 2.7 10.7 57.1 16.4 11.2 45.0

Ｆ 製造業 100.0 1.2 2.0 14.7 60.8 14.4 6.8 42.1

Ｇ 電気・ガス・水道業等 100.0 1.8 - 8.8 70.2 10.5 8.8 43.3

Ｈ 情報通信業 100.0 2.1 3.1 6.7 59.1 17.6 11.4 44.0

Ｉ 運輸業 100.0 1.4 1.2 12.8 43.1 17.7 23.8 48.0

Ｊ 卸売・小売業 100.0 1.1 4.6 25.5 42.0 13.2 13.5 41.1

Ｋ 金融・保険業 100.0 1.4 3.4 10.9 62.2 15.1 7.0 41.7

Ｌ 不動産業 100.0 1.4 3.4 10.9 62.2 15.1 7.0 40.0

Ｍ 飲食店，宿泊業 100.0 3.8 10.1 10.1 53.2 13.9 8.9 40.1

Ｎ 医療，福祉 100.0 0.7 6.7 28.0 38.1 13.2 13.3 38.5

Ｏ 教育，学習支援業 100.0 1.7 4.0 22.6 58.5 10.3 2.9 39.5

Ｐ 複合サービス事業 100.0 3.1 7.2 16.1 53.4 12.3 8.0 41.5

Ｑ サービス業 100.0 2.7 1.6 10.2 67.4 15.5 2.7 40.7

Ｒ 公務 100.0 1.4 4.1 20.7 52.8 12.0 9.0 41.3

Ｓ 分類不能の産業 100.0 0.4 3.0 13.6 63.7 12.3 7.0 40.7
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総数
従業上の地位

総数　１） 休業者
1～14
時間

15～３４
時間

35～48
時間

49～59
時間

60
時間以上

平均週間
就業時間

田　野　総数　２） 100.0 1.6 3.9 16.6 48.1 17.6 12.0 43.1
Ａ 農業 100.0 1.8 4.7 19.0 31.7 29.2 13.6 43.6
Ｂ 林業 100.0 3.1 9.4 31.3 40.6 15.6 0.0 35.2
Ｃ 漁業 100.0 - - - 50.0 - 50.0 76.5
Ｄ 鉱業 100.0 - 100.0 - - - - 10.0
Ｅ 建設業 100.0 2.7 3.6 9.4 54.4 19.2 10.5 45.3
Ｆ 製造業 100.0 0.8 1.0 15.2 57.7 16.6 8.8 43.2

Ｇ 電気・ガス・水道業等 100.0 0.0 - 23.1 38.5 15.4 23.1 46.3

Ｈ 情報通信業 100.0 4.4 - 4.4 68.9 11.1 11.1 44.1
Ｉ 運輸業 100.0 1.0 0.5 8.3 31.1 21.8 37.4 53.8
Ｊ 卸売・小売業 100.0 0.7 4.6 22.6 44.0 14.1 13.9 42.3
Ｋ 金融・保険業 100.0 - 2.6 6.6 65.8 9.2 15.8 43.9
Ｌ 不動産業 100.0 2.4 19.0 16.7 42.9 9.5 9.5 36.3
Ｍ 飲食店，宿泊業 100.0 1.3 4.0 21.1 37.7 14.8 21.1 44.7
Ｎ 医療，福祉 100.0 1.5 2.5 17.8 66.4 8.3 3.4 39.8
Ｏ 教育，学習支援業 100.0 0.6 7.6 16.5 53.2 9.5 12.7 41.0

Ｐ 複合サービス事業 100.0 2.5 - 7.5 63.8 15.0 11.3 46.2

Ｑ サービス業 100.0 2.2 5.2 17.7 52.1 12.6 10.1 41.1

Ｒ 公務 100.0 - 10.1 17.0 59.1 7.5 6.3 38.0

Ｓ 分類不能の産業 100.0 8.8 - 11.8 20.6 8.8 2.9 43.1

総数
従業上の地位

総数　１） 休業者
1～14
時間

15～３４
時間

35～48
時間

49～59
時間

60
時間以上

平均週間
就業時間

高　岡　総数　２） 100.0 2.4 3.8 17.4 50.2 15.5 10.6 42.3
Ａ 農業 100.0 1.3 5.9 22.3 35.2 23.4 11.9 41.3
Ｂ 林業 100.0 3.7 7.4 11.1 74.1 3.7 - 38.2
Ｃ 漁業 100.0 50.0 0.0 0.0 0.0 50.0 - 56.0
Ｄ 鉱業 - - - - - - - -
Ｅ 建設業 100.0 3.0 2.8 9.1 54.9 20.4 9.7 45.3
Ｆ 製造業 100.0 2.5 1.6 16.3 61.8 11.3 6.6 41.9
Ｇ 電気・ガス・水道業等 100.0 - - 11.1 55.6 22.2 11.1 42.9
Ｈ 情報通信業 100.0 2.0 3.9 13.7 54.9 19.6 5.9 41.1
Ｉ 運輸業 100.0 3.5 0.4 6.1 38.6 24.6 26.8 51.6
Ｊ 卸売・小売業 100.0 2.1 3.5 20.6 45.5 13.9 14.3 42.7
Ｋ 金融・保険業 100.0 2.1 2.1 7.2 68.0 13.4 7.2 42.3
Ｌ 不動産業 100.0 4.2 4.2 12.5 54.2 8.3 16.7 43.0
Ｍ 飲食店，宿泊業 100.0 6.0 5.4 26.6 34.2 6.5 21.2 42.7
Ｎ 医療，福祉 100.0 1.9 2.9 19.6 64.3 8.5 2.7 38.9
Ｏ 教育，学習支援業 100.0 0.8 8.3 9.1 59.1 16.7 6.1 40.2

Ｐ 複合サービス事業 100.0 0.8 - 7.3 69.9 15.4 6.5 43.8

Ｑ サービス業 100.0 3.5 4.9 21.8 49.6 10.6 9.5 40.4

Ｒ 公務 100.0 1.2 3.2 12.6 59.1 11.3 12.6 43.7

Ｓ 分類不能の産業 100.0 7.9 5.3 11.8 38.2 18.4 7.9 42.9
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５　夫婦の労働力状態・子供

　旧宮崎市で平成１７年の夫婦のいる一般世帯のうち夫婦とも就業している世帯が４４．９％で平成１２
年より１．０ポイント低下した。
　また、核家族世帯で夫婦ともに就業しているのは４４．０％に対し、同居の親のいる世帯で夫婦ともに
就業しているのは５９．１％だった。
　子供のいる夫婦世帯では、６～１７歳の子供をもつ世帯で夫婦とも就業しているのが６５．４％で平成
１２年とほぼ同じなのに対し、 年少の子供の年齢が６歳未満の世帯で夫婦とも就業しているのが
４３．０％で３．６ポイント上昇した。

世帯の家族類型
子供の年齢

総数
　１）

夫妻とも
就業

夫が就業
,妻が

非就業

夫が
非就業，
妻が就業

夫・妻とも
非 就 業

総数
　１）

夫妻とも
就業

夫が就業
,妻が

非就業

夫が
非就業

妻が就業

夫・妻とも
非 就 業

夫婦のいる一般世帯 70,621 32,404 23,722 2,412 11,803 71,334 32,005 21,946 2,634 13,471

        子供なし 26,789 9,427 7,201 1,217 8,804 29,092 10,033 7,123 1,332 10,005

        子供あり 43,832 22,977 16,521 1,195 2,999 42,242 21,972 14,823 1,302 3,466

　 年少の子供が6歳未満 12,951 5,099 7,491 119 204 12,225 5,253 6,449 132 171

6～17歳 15,864 10,307 5,089 267 151 14,495 9,480 4,414 256 140

　夫婦のいる核家族世帯 64,117 28,661 22,003 2,162 11,020 65,186 28,675 20,303 2,361 12,645

        子供なし 24,796 8,421 6,699 1,119 8,418 27,135 9,096 6,605 1,233 9,620

        子供あり 39,321 20,240 15,304 1,043 2,602 38,051 19,579 13,698 1,128 3,025

　 年少の子供が6歳未満 12,072 4,633 7,115 108 180 11,423 4,810 6,141 120 147

6～17歳 14,235 9,105 4,712 231 140 13,236 8,583 4,113 225 128

　夫婦のいる世帯（同居の親あり） 5,445 3,386 1,488 184 381 4,933 2,917 1,380 195 376

        子供なし 1,664 897 431 79 256 1,644 827 454 85 260

        子供あり 3,781 2,489 1,057 105 125 3,289 2,090 926 110 116

　 年少の子供が6歳未満 847 457 354 11 23 773 428 298 12 20

6～17歳 1,581 1,171 362 35 10 1,216 869 288 29 12

　夫婦のいる世帯（同居の親なし） 1,059 357 231 66 402 1,215 413 263 78 450

        子供なし 329 109 71 19 130 313 110 64 14 125

        子供あり 730 248 160 47 272 902 303 199 64 325

　 年少の子供が6歳未満 32 9 22 0 1 29 15 10 0 4

6～17歳 48 31 15 1 1 43 28 13 2 0

夫婦のいる一般世帯 100.0 45.9 33.6 3.4 16.7 100.0 44.9 30.8 3.7 18.9

        子供なし 100.0 35.2 26.9 4.5 32.9 100.0 34.5 24.5 4.6 34.4

        子供あり 100.0 52.4 37.7 2.7 6.8 100.0 52.0 35.1 3.1 8.2

　 年少の子供が6歳未満 100.0 39.4 57.8 0.9 1.6 100.0 43.0 52.8 1.1 1.4

6～17歳 100.0 65.0 32.1 1.7 1.0 100.0 65.4 30.5 1.8 1.0

　夫婦のいる核家族世帯 100.0 44.7 34.3 3.4 17.2 100.0 44.0 31.1 3.6 19.4

        子供なし 100.0 34.0 27.0 4.5 33.9 100.0 33.5 24.3 4.5 35.5

        子供あり 100.0 51.5 38.9 2.7 6.6 100.0 51.5 36.0 3.0 7.9

　 年少の子供が6歳未満 100.0 38.4 58.9 0.9 1.5 100.0 42.1 53.8 1.1 1.3

6～17歳 100.0 64.0 33.1 1.6 1.0 100.0 64.8 31.1 1.7 1.0

　夫婦のいる世帯（同居の親あり） 100.0 62.2 27.3 3.4 7.0 100.0 59.1 28.0 4.0 7.6

        子供なし 100.0 53.9 25.9 4.7 15.4 100.0 50.3 27.6 5.2 15.8

        子供あり 100.0 65.8 28.0 2.8 3.3 100.0 63.5 28.2 3.3 3.5

　 年少の子供が6歳未満 100.0 54.0 41.8 1.3 2.7 100.0 55.4 38.6 1.6 2.6

6～17歳 100.0 74.1 22.9 2.2 0.6 100.0 71.5 23.7 2.4 1.0

　夫婦のいる世帯（同居の親なし） 100.0 33.7 21.8 6.2 38.0 100.0 34.0 21.6 6.4 37.0

        子供なし 100.0 33.1 21.6 5.8 39.5 100.0 35.1 20.4 4.5 39.9

        子供あり 100.0 34.0 21.9 6.4 37.3 100.0 33.6 22.1 7.1 36.0

　 年少の子供が6歳未満 100.0 28.1 68.8 0.0 3.1 100.0 51.7 34.5 0.0 13.8

6～17歳 100.0 64.6 31.3 2.1 2.1 100.0 65.1 30.2 4.7 0.0

1) 労働力状態「不詳」を含む。

表5-1　旧宮崎市　世帯の家族類型、子供の年齢、夫婦の就業・非就業別の一般世帯数の推移

世　　　　　　帯　　　　　数

構　　　　成　　　　比　　　　（％）

　　　　平　　成　　12　　年 　　　　平　　成　　17　　年
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図5-1　子供の有無、夫婦の就業・非就業別の一般世帯数

1) 労働力状態「不詳」を含む。

図６－１　従業地・通学地別１５歳以上就業者・通学者数の推移
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夫妻とも就業 夫が就業,妻が非就業 夫が非就業，妻が就業 夫・妻とも非 就 業

世帯の家族類型
子供の年齢

総数
　１）

夫妻とも
就業

夫が就業
,妻が

非就業

夫が
非就業，
妻が就業

夫・妻とも
非 就 業

総数
　１）

夫妻とも
就業

夫が就業
,妻が

非就業

夫が
非就業

妻が就業

夫・妻とも
非 就 業

平成17年

夫婦のいる一般世帯 8,351 4,185 2,174 363 1,581 2,726 1,626 513 95 479

        子供なし 3,258 1,202 722 183 1,133 1,097 480 190 62 360

        子供あり 5,093 2,983 1,452 180 448 1,629 1,146 323 33 119

　 年少の子供が6歳未満 1,255 608 592 21 18 335 219 108 4 3

6～17歳 1,616 1,198 375 22 13 553 445 93 5 5

夫婦のいる一般世帯 3,070 1,679 586 114 654

        子供なし 1,375 590 211 62 498

        子供あり 1,695 1,089 375 52 156

　 年少の子供が6歳未満 310 179 120 6 1

6～17歳 559 439 104 3 4

表5-2　旧３町　子供の年齢、夫婦の就業・非就業別の一般世帯数

佐土原 田　野

高　岡

６　従業地・通学地による人口

（１）　通勤・通学人口

　平成１７年の旧宮崎市内に常住する15歳以上の就業者・通学者は１６３，８８１人で、平成７年の
１７１，０４３人をピークに減少している。
　このうち自宅で従業する者は１５，４５８人(平成１２年に対し１，５１３人減）、市内に従業・通学する者
は13０,５９０人（４，４３０人減）、市外に従業・通学する者は１７，８３３人（１，５２４人増）となった。

27,925 23,579 23,713 18,913 16,971 15,458
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表6-1　旧宮崎市　常住地並びに従業地・通学地別１５歳以上就業者・通学者数の推移 単位：人

総数 自宅
自宅外の

市内
他市町村
(流出）

総数
（流入） 県内 県外

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ Ｈ

昭和５５年 141,646 27,925 107,681 6,040 18,036 17,870 166 153,642 11,996 8.5

６０年 146,963 23,579 114,577 8,807 19,794 19,478 316 157,950 10,987 7.5

平成　２年 158,054 23,713 122,273 12,068 26,288 25,902 386 172,274 14,220 9.0

７年 171,043 18,913 137,000 15,130 31,167 30,619 548 187,080 16,037 9.4

１２年 168,300 16,971 135,020 16,309 32,135 31,346 789 184,126 15,826 9.4

１７年 163,881 15,458 130,590 17,833 32,613 31,667 946 178,661 14,780 9.0

注）　Ｆ＝Ｂ＋Ｃ＋Ｅ、Ｇ＝Ｅ－Ｄ、Ｈ＝Ｇ／Ａ

年次

本市に常住する
就業者・通学者

他市町村に常住し、
本市で従業、通学する者

流入
超過数

流入
超過率

％

本市で
従業・通学

する者

（２）　流入人口と流出人口

　平成１７年の旧宮崎市域に常住していて市外に通勤・通学する１５歳以上の者は１７，８３３人（流出）
で、市外から市内に通勤・通学する１５歳以上の者は32,６１３人（流入）だった。
　平成１２年と比較すると流出が９．３％増加、流入が１．５％の増加となった。
　また、流入超過数は１４，７８０人で平成１２年と比べて１，０４６人減少した。

（３）　昼間人口

　平成１７年の旧宮崎市の昼間人口は３２４，９２０人で平成１２年に比べて３，５１３人増加した。しかし
流入超過数１５，０２５人で平成１２年に対し１，００３人減少し、昼間人口比率は０．４ポント下がり
１０４．８になった。

表6-2　従業地・通学地による人口(昼間人口）、
　　　　 常住地による人口(夜間人口）の推移 単位：人、％

昼間人口 夜間人口 流入超過数 昼夜間人口比率
Ａ　　1） Ｂ　　1） Ａ－Ｂ Ａ／Ｂ×100

宮崎　昭和５０年 246,313 234,280 12,033 105.1
55年 276,812 264,750 12,062 104.6
60年 290,069 279,019 11,050 104.0

　　平成２年 300,702 286,409 14,293 105.0
7年 316,242 300,044 16,198 105.4

12年 321,407 305,379 16,028 105.2
17年 324,920 309,895 15,025 104.8

17年　佐土原 29,901 32,981 -3,080 90.7
田野 10,693 11,580 -887 92.3
高岡 11,274 12,211 -937 92.3

新市 376,788 366,667 10,121 102.8

１）労働力状態「不詳」を含む。

年　　次

（４）　周辺町との通勤・通学者の流入・流出

　合併後の新市で従業・通学する１５歳以上の者は２０５，４４５人で、このうち新市の常住者は
１７７，３８９人（８６．３％）で、清武町・国富町・綾町から通勤・通学するものは１２，８２９人（６．２％）だっ
た。
　また、清武町・国富町・綾町に常住する１５歳以上の者のうち宮崎市に通勤・通学する者の割合は清
武町で４６．５％、国富町で３２．０％、綾町で２５．３％だった。
　清武町・国富町・綾町で従業・通学する１５歳以上の者のうち、宮崎市の占める割合は清武町で
３８．８％、国富町で22.3％、綾町で１４．３％だった。
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表6-3　近隣町から宮崎市への通勤・通学者数（１５歳以上） 単位：人

総数 宮崎 佐土原 田野 高岡 総数 清武町 国富町 綾町

自市・町内に常住
する就業者・通学者

228,862 195,466 163,881 18,184 6,790 6,611 33,396 16,800 12,353 4,243 - -

新宮崎市で従業
・通学する者

205,445 177,389 150,445 15,287 5,930 5,727 12,829 7,810 3,947 1,072 14,229 998

構　成　比 100.0 86.3 73.2 7.4 2.9 2.8 6.2 3.8 1.9 0.5 6.9 0.5

宮崎市に就業・通学
する者の割合

89.8 90.8 91.8 84.1 87.3 86.6 38.4 46.5 32.0 25.3 - -

その他の
県内市町村

県外
市町村

総数
　　宮崎市に常住する者 　　近隣３町に常住する者

表6-4　宮崎市から近隣町への通勤・通学者数（１５歳以上） 単位：人,％

総数 宮崎 佐土原 田野 高岡

清武町 15,169 5,879 4,981 194 549 155 38.8%

国富町 11,033 2,455 1,839 235 51 330 22.3%

綾  町 3,590 512 342 30 - 140 14.3%

宮崎市の
占める割合

　当地で従
業・通学する

者

　　宮崎市から通勤・通学する者
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